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CCNE連続オンライン企画
「原発ゼロ社会への道」
第10回 原発ゼロ社会とカーボン
ニュートラルは両立できる



持続可能な社会を実現する
エネルギーシステムへの転換
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日本の電源構成の推移

3出典：電気事業便覧・電力調査統計などから推計(2020年度は速報ベース)

 原発の年間発電電力量の割合は20%以上から、3.11以降一旦ゼロに
 自然エネルギーの割合は10%から20%のレベルまで増加中
 化石燃料の割合は3.11以降に一旦90%近くになり70%台まで減少中



日本の2020年度の電源構成
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 日本全体の2020年度の自然エネルギー発電電力量の比率は約21%に増加
 2020年度の原子力の発電電力量は4%未満に減少
 2020年度の化石燃料による火力発電は75%で減少傾向
 太陽光の比率が約9%、風力は約1%で、VRE比率が約10%に増加

出所：資源エネルギー庁「電力調査統計」等より推計(速報ベース)

※自家発電の自家消費を含む



日本のエネルギー安全保障の指標「エネルギー自給率」

• 石油は8割を中東に依存、天然ガスや石炭、原発に必要なウランもほとんど輸入
• 原子力は「国産エネルギー」ではなく、本来はエネルギー自給率には含まれない
• 純国産エネルギーとしての自然エネルギーで真のエネルギー自給率は約10%に(2019年度)
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58.1%原子力を含まず 14.9% 6.3% 5.1% 4.2% 4.1% 4.4%

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2021」

5.2% 6.3%5.8% 5.8% 6.0% 6.8% 7.2% 8.4% 9.5%



原子力発電所の現状(2021年6月23日現在)

6出典：資源エネルギー庁資料に加筆

1000万kW 250万kW 380万kW 1130万kW 960万kW 1740万kW



2030年の原発の割合:20%以上の非実現性
再稼働問題、建設中原発、老朽原発の運転延長問題

7出典：基本政策分科会（第41回)資料(2021年4月22日)に加筆
2030年

原発
比率
2030年

許可・審査中:1800万kW

2021年

再稼働1000万kW(約6%)

3400万kW(約20%)



第6次エネルギー基本計画のエネルギーミックスの検討状況

8
出典：基本政策分科会（第45回)資料(2021年7月13日)



世界の自然エネルギー(太陽光,風力)と原発の推移
• 2014年末に風力発電が、2017年末までに太陽光発電が、原発を超えた
• 太陽光と風力の合計が15億kW(1.5TW)を超え、2020年には原発の設備容量の4倍近くに
• 2020年には太陽光と風力を合わせた発電電力量が原発を超えた(BP世界エネルギー統計より)

9
出典：IRENAデータなどよりISEP作成



日本国内の自然エネルギーと原発の
年間の発電電力量の割合の推移
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出所：資源エネルギー庁データ(電力調査統計等)より作成

• 2020年度の自然エネルギーの発電電力量の割合は約21%に
• 2020年度に原子力発電の発電電力量の割合は4%未満に
• 変動する自然エネルギーVRE(太陽光＋風力)の割合が約10%に



世界各国と日本の自然エネルギー
年間の発電電力量の割合の比較
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• 欧州では自然エネルギー年間発電電力量の割合が40%を超える国が多数ある。
• EU全体で自然エネルギーの割合38%以上(化石燃料を超える)。
• 中国の自然エネルギー割合も28%に達するが、日本はまだ20%程度

出所：AgoraEnergiewendeデータ等よりISEP作成

2019年



欧州各国と日本の自然エネルギーの割合の推移
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• 欧州(EU28カ国)では自然エネルギー電力量比率の高い目標を定め、着実に増加しており、
長期的には自然エネルギー100%を目指す国がある。

• 日本は2030年の自然エネルギー目標の見直しは？ そして2050年の目標は？

出所：EurObserv’ER, EUデータ等よりISEP作成



日本でも進み始めたデカップリング

13出典：各種統計データよりISEP調べ

2011年度以降の日本国内の各種指標の推移(2010年度=100)



電力会社エリア別の電力需給における
自然エネルギーの割合(2020年度)

14出所: 一般送配電事業者の電力需給データよりISEP作成



「原発ゼロ」の実現による
脱炭素社会へのエネルギー転換
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「原発ゼロ」
の実現

脱炭素社会へのエネルギー転換

• 省エネルギーの本格的推進
• 化石燃料依存からの脱却
• 本格的な気候変動政策
• 電力システム改革
• 自然エネルギーの本格的導入
• 国民的合意形成プロセスの実現
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